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大雪による被害状況について（第５報） 
※ これは速報であり、数値等は今後も変わることがある。 
※ 下線部は前回からの変更箇所 

平成18年２月９日 
2 3時 0 0分 現 在 
内 閣 府 

 

１. 気象状況 

(1) 現況（気象庁情報：２月９日17時現在） 

○12月上旬から１月上旬にかけて、日本各地で低温となり、日本海側を中心に暴
風を伴った大雪となった。１月中旬以降も、一部山沿いの地域では降雪が多くな
った。 

○２月３日から５日にかけては、日本海側や山沿いの多いところで 24時間に 50cm
を超える降雪となり、２月７日から８日にかけても、西日本から東日本の日本海
側の多いところで 40cm を超える降雪となった。 

（年間の最深積雪の記録を更新した地点） 

全国で 21地点（秋田県、岩手県、山形県、群馬県、長野県、岐阜県、新潟県、
富山県、福井県、岡山県、広島県、島根県） 

(2) 今後の見通し（気象庁情報：２月９日17時現在） 

○一週間先までの見通し（２月 10日～16日） 

・10 日は北日本で降雪が続く見込み。西日本から東日本の日本海側の降雪は弱ま
る見込み。 

・11 日から 12日にかけて東日本から北日本の日本海側で降雪となる見込み。 

・13 日以降は東日本から北日本の日本海側での降雪は弱まり、西日本の日本海側
では晴れる日がある見込み。 

○今後１ヶ月の見通し（～３月３日） 

・北日本、東日本では気温、日本海側の降雪量ともに平年並が予想される。寒暖の
変動が大きいことが見込まれ、大雪やなだれ、落雪、融雪災害に注意が必要。 

・西日本は気温が平年並か高く、降雪量は平年並か少ないと予想される。 

(3) 注意事項 

・雪の多い時期なので、引き続きなだれや落雪に注意が必要。 

 

２. 被害の状況 

(1) 人的・住家被害（17年12月以降）           （消防庁調べ：２月９日17:30現在） 

人的被害（人） 住家被害（棟） 

都道府県名 
死者 行方不明者 

負傷者 

（重傷）（軽傷） 
全壊 半壊 一部破損 

浸水 

(床上) (床下) 

北海道 10  104 210 1  16   

青森県 6  53 93   3  6 

岩手県 2  8 3   9   

秋田県 19  67 121  1 150 1 10 
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人的被害（人） 住家被害（棟） 

都道府県名 
死者 行方不明者 

負傷者 

（重傷）（軽傷） 
全壊 半壊 一部破損 

浸水 

(床上) (床下) 

山形県 10  141 104 1  29   

福島県 3  27 38  1 58  16 

栃木県    1      

群馬県   7 25   5   

千葉県   1 1      

神奈川県   2 4      

新潟県 23  108 156 1 2 26 3 15 

富山県 4  40 56   9  6 

石川県 5  11 13 1  3 1 6 

福井県 14  36 124 1 2 46  2 

山梨県    2      

長野県 8  65 56 1 1 21 2 9 

岐阜県 4  37 36  2 539  6 

愛知県 1  1 3      

滋賀県 4  7 9 3 4 639  4 

京都府   4 2 1 4 162  1 

兵庫県   2 6 1 2 102   

鳥取県 3  1 5   75   

島根県 2  8 14  1 661   

岡山県   1 2   19   

広島県 4  23 10 2 1 741   

山口県 1  2    1   

計 123 0 756 1,094 13 21 3,314 7 81 

[主な人的被害] 

都道府
県名 

死
者
数 
市町村名 

性
別 
年
齢 

概       況 発生月日 

函館市 男 74 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12月27日 

岩見沢市 男 66 除雪作業中に転落し死亡 1月 2日 

帯広市 女 68 除雪車に轢かれ死亡 1月 4日 

大野町 男 55 自分で操作していた除雪機に轢かれて死亡 1月 7日 

恵庭市 男 21 除雪車に轢かれ死亡 1月 13 日 

平取町 男 74 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 15 日 

羽幌町 男 74 
除雪作業中に転倒負傷し入院中であったが１
月 15日に死亡 

1月 10 日 

小樽市 男 73 除雪作業中に海中に転落し死亡 1月 19 日 

美瑛町 男 92 除雪作業中にはしごから転落し死亡 1月 26 日 

北海道 10 

札幌市 男 43 
除雪作業中に屋根から転落し入院中であった
が 1月 28日に死亡 

1月 20 日 
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都道府
県名 

死
者
数 
市町村名 

性
別 
年
齢 

概       況 発生月日 

田子町 女 73 除雪作業中に屋根からの落雪により死亡 12月29日 
平賀町 男 58 除雪作業中に屋根から転落し雪に埋もれ死亡 12月30日 

岩木町 女 56 除雪作業中にため池に転落し死亡 1月 5日 

青森市 男 66 
除雪作業中に海中に転落し死亡(1月24日行方
不明者を遺体で発見) 

1 月 18 日 

大鰐町 男 77 除雪作業中に屋根から転落し死亡 2月 8日 

青森県 6 

鰺ヶ沢町 女 70 除雪作業中に屋根から転落し死亡 2月 8日 

北上市 男 84 除雪作業中にはしごから転落し死亡 12月11日 岩手県 2 

遠野町 男 77 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 16 日 

湯沢市 男 68 除雪作業中に屋根上で発病（脳疾患）し死亡 12月11日 

大館市 男 75 除雪作業中に屋根から転落し頸椎損傷で死亡 12月11日 

八郎潟町 男 78 除雪作業中にはしごから転落し死亡 12月24日 

男 73 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12月27日 

男 55 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12月30日 

男 55 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 8日 
大仙市 

男 57 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 16 日 

横手市 男 74 除雪作業中に発症（急性心不全）し死亡 12月28日 

男 69 
除雪作業中に屋根から転落し入院中であった
が 1月 6日に死亡 1月 2日 

八竜町 
男 51 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 9日 

男 70 除雪作業中に発症（心疾患）し死亡 1月 8日 
美郷町 

男 94 除雪作業中に発症（心疾患）し死亡 1月 16 日 

女 80 住宅の雪囲い作業中に雪に埋もれ死亡 1月 9日 

男 75 
除雪作業中に屋根からの落雪に埋もれ入院中
であったが１月１５日に死亡 1月 9日 

男 56 
重機を操作して除雪作業中に心肺停止となり
死亡 

1月 15 日 
秋田市 

男 57 除雪作業中に発症（心疾患）し死亡 1月 21 日 

五城目町 女 71 除雪作業中に落雪に埋もれ死亡 1月 14 日 

藤里町 男 82 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 21 日 

秋田県 
 
19 

北秋田市 男 74 
除雪作業中に発症し（傷病不明）入院中であ
ったが 1月 21日死亡 

1月 17 日 

飯豊町 女 79 屋根からの落雪により死亡 12月29日 

中山町 男 64 除雪作業中に転倒し死亡 12月30日 

東根市 男 57 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 5日 

米沢市 男 72 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 7日 

長井市 男 57 除雪作業中に水路に転落し死亡 1月 8日 

河北町 男 73 屋根からの落氷により死亡 1月 11 日 

真室川町 男 75 屋根からの落雪に埋もれ死亡 1月 12 日 

大石田町 男 76 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 13 日 

鶴岡市 男 53 除雪作業中に屋根からの落雪に埋もれ死亡 1月 15 日 

山形県 10 

小国町 男 58 屋根からの落雪により死亡 2月 8日 

伊南村 男 65 屋根からの落雪により死亡 1月 9日 

下郷町 男 6 屋根からの落雪により死亡 1月 16 日 

福島県 3 

会津美里町 男 88 除雪作業中に側溝に転落し死亡 調査中 
男 64 小型除雪機の下敷きとなり死亡 12月13日 
男 77 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 5日 
男 72 倒壊した建物の下敷きになり死亡 1月 14 日 

新潟県 23 

上越市 

女 74 除雪作業中に屋根からの落雪により死亡 1月 22 日 
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都道府
県名 

死
者
数 
市町村名 

性
別 
年
齢 

概       況 発生月日 

男 69 自宅車庫前で側溝に転落し死亡 12月13日 
十日町市 

女 76 除雪作業中に小型除雪機に挟まれ死亡 2月 3日 

男 72 除雪作業中に屋根から転落し雪に埋もれ死亡 12月14日 
魚沼市 

男 71 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 29 日 

男 81 除雪作業中に側溝に転落し死亡 12月14日 
津南町 

男 65 落雪に埋もれ死亡 12月31日 

男 89 除雪作業中に屋根からの落雪に埋もれ死亡 12月16日 

男 32 
駐車場で車内休憩していたところ、一酸化炭
素中毒で死亡 

1月 4日 

女 54 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 8日 
妙高市 

男 54 倒壊した車庫の下敷きになり死亡 1月 14 日 

男 73 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 2日 
長岡市 

男 63 除雪作業中に屋根から転落し死亡 2月 5日 

阿賀町 男 76 
除雪作業中に屋根からの落雪により崖下に転
落し死亡 

1月 6日 

男 76 除雪作業中に水路に転落し死亡 1月 6日 

男 90 除雪作業中に池に転落し死亡 1月 9日 

男 87 除雪作業中に側溝に転落し死亡 1月 11 日 

男 67 除雪作業中に屋根から転落し雪に埋もれ死亡 1月 20 日 

南魚沼市 

男 74 除雪作業中に用水路に転落し死亡 1月 29 日 

  

胎内市 男 74 除雪作業中に作業場から転落し死亡 1月 25 日 

小矢部市 男 53 
市道除雪作業中に、用水路に除雪車とともに
転落し死亡 

12月14日 

男 82 除雪作業中にはしごから転落し死亡 1月 6日 
富山市 

男 51 除雪作業中に屋根から転落し１月17日に死亡 1月 15 日 

富山県 4 

射水市 男 80 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 22 日 

津幡町 男 60 除雪作業中に屋根から転落し雪に埋もれ死亡 12月18日 

男 72 除雪作業中に屋根から池に転落し死亡 12月21日 

女 93 倒壊した家屋の下敷きになり死亡 1月 5日 白山市 

女 71 倒壊した家屋の下敷きになり死亡 1月 5日 

石川県 5 

能登町 女 53 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12月25日 

男 78 除雪作業中に発症（脳疾患）し死亡 12月14日 
福井市 

男 69 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12月21日 

男 62 除雪作業中に屋根からの落雪に埋もれ死亡 12月14日 

男 66 除雪作業中に発症（心疾患）し死亡 12月14日 

男 59 
屋根の除雪作業後、意識が消失し死亡（脳血
管障害） 

12月18日 
大野市 

男 79 用水路に転落し死亡 12月24日 

男 54 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12月14日 

男 67 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12月18日 

男 72 倒壊した家屋の下敷きになり死亡 12月24日 
勝山市 

男 77 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12月28日 

上志比村 男 76 除雪作業中に発症（心疾患）し死亡 12月16日 

南越前市 女 58 崩壊した雪に生き埋めになり死亡 12月24日 

女 86 屋根からの落雪に埋もれ死亡 1月 8日 

福井県 14 

越前市 
男 71 

除雪作業中に死亡（屋根から転落したと思わ
れる） 

1月 8日 

長野県 8 長野市 男 88 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12月21日 
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都道府
県名 

死
者
数 
市町村名 

性
別 
年
齢 

概       況 発生月日 

信濃町 男 51 屋根からの落雪に埋もれ死亡 12月26日 

男 78 除雪作業中に除雪機の下敷きになり死亡 12月29日 
栄村 

男 76 除雪作業中、崖に転落し死亡 1月 14 日 

女 71 
屋根からの落雪の下敷きとなり入院中であっ
たが 1月 2日に死亡 

12月30日 

男 74 屋根からの落雪に埋もれ死亡 調査中 飯山市 

男 64 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 14 日 

  

大町市 女 72 除雪作業中に水路に転落し死亡 1月 23 日 

揖斐川町 女 80 倒壊した住家の下敷きとなり死亡 12月26日 

郡上市 女 76 除雪作業中に屋根からの落雪により死亡 1月 1日 

関市 男 55 屋根からの落雪の下敷きになり死亡 1月 12 日 

岐阜県 4 

本巣市 男 62 屋根からの落雪の下敷きになり死亡 1月 15 日 
愛知県 1 津島市 男 61 除雪作業中に発症（心臓疾患）し死亡 12月23日 

高島市 女 31 除雪作業中に水路に転落し死亡 12月23日 

男 69 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12月25日 
木之本町 

男 67 除雪作業中に水路に転落し死亡 12月25日 

滋賀県 4 

浅井町 男 60 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12月28日 

男 77 
自宅の杉の木の枝打ち作業中はしごから転落
し死亡 

1月 13 日 鳥取市 
 
男 48 除雪作業中に屋根から転落し死亡 1月 15 日 

鳥取県 3 

大山町 男 23 除雪作業中に屋根からの落雪に埋もれ死亡 1月 13 日 

男 82 除雪作業中に屋根からの落雪に埋もれ死亡 12月19日 島根県 2 
飯南町 

女 81 除雪作業中に水路に転落し死亡 12月24日 

男 58 除雪作業中に屋根から転落し雪に埋もれ死亡 12月19日 

女 62 屋根からの落雪に埋もれ死亡 12月30日 庄原市 

女 83 除雪作業中に屋根からの落雪に埋もれ死亡 1月 15 日 

広島県 4 

北広島町 女 74 屋根からの落雪に埋もれ凍死 12月26日 

山口県 1 阿東町 男 71 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12月31日 

計 123      

 
【参考】 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 雪崩・土砂災害（国土交通省調べ：２月９日19時現在） 

・ 雪    崩：62件（うち集落雪崩（住家周辺の雪崩）19件） 

（雪崩による負傷者 16名、住家被害５戸（一部破損）） 

・ 地すべり：７件（地すべりによる住家被害１戸（一部破損）） 

・ 土 石 流：２件（土石流による住家被害０戸） 

・ がけ崩れ：７件（がけ崩れによる住家被害２戸（一部破損）） 

死亡状況 死者数 うち 65歳以上 
雪崩による死者 ０ ０ 
屋根の雪下ろし等、除雪作業中の死者 ９２ ６３ 
落雪等による死者 １６ ９ 
倒壊した家屋の下敷きによる死者 ６ ５ 
その他 ９ ５ 

合      計 １２３ ８２ 
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(3) ライフライン 
◎ 電力・水道の供給停止戸数等         （経済産業省調べ：２月９日10:00現在） 
                                          （厚生労働省調べ：１月12日17:00現在） 
区分 管内 最大戸数 停止中の戸数等 

0 （12月23日15時10分現在） 東北電力 約 650,000 

※12月22日8:10頃に中新潟線に風雪によ
る事故があり、約60万kw程度の停電が発
生。12月23日15:10にすべて解消。 

北陸電力 約 30,200 0 （12月21日 9時00分現在） 
関西電力 約 697,200 0 （12月22日11時00分現在） 電力 

  

※12月22日8:50頃に関西電力大飯
おおいい

幹線、

第二大飯
おおいい

幹線に風雪による事故があり、
約200万kw程度の停電が発生。停電は12月
22日13:20にすべて解消。 

新潟県 4,628 0 （復旧済み） 
大阪府 56,059 0 （復旧済み） 水道 
岩手県 404 0 （復旧済み） 

◎ 通信・放送・郵政事業関係の障害等発生状況 
 （総務省調べ：２月９日10:00現在） 

１ 被害等状況 
○ 通信関係の状況（２月９日 10時現在） 
・停電の影響により、岐阜県内のＮＴＴドコモの基地局１局、ａｕ（ツーカー
を含む。）の基地局３局及びボーダフォンの基地局１局が停波中 
・ＮＴＴドコモ、ａｕ（ツーカーを除く。）及びボーダフォンの岐阜県内のサービス
に影響が出ている地区については、移動基地局により仮復旧している 
○ 郵政事業関係の状況（２月９日９時現在） 
・近畿地方、中国地方を中心に、半日から１日程度運送上の遅れにより、一部
に配達の遅れが生じている 

２ 支援等の対応状況 
○ 通信関係の状況（２月９日 10時現在） 
・ＮＴＴ東日本、ＫＤＤＩは、災害救助法適用市町村において、加入者からの
申し出に応じて電話料金の支払期限の延長、電話基本料金等の減免等の措置
を講ずることを発表（ＮＴＴ東日本１月 11日、ＫＤＤＩ１月 16日） 
○ 放送関係の状況（２月９日 10時現在） 
・ＷＯＷＯＷにおいては、被災地域の加入者等からの問い合わせ専用のフリー
ダイヤルを設置し、デコーダ無償交換、視聴料免除、12 月末遡及解約対応等
の便宜を図ることとした（１月 10日～） 
・スカイパーフェクト・コミュニケーションズにおいては、被災地域の加入者
等からの問い合わせ専用のフリーダイヤルを設置し、２月請求分の視聴料金
等を免除する等の措置を講ずることとした（１月 12日～） 
・モバイル放送においては、災害救助法の適用を受けた被災地域の加入者に対
し、２月から視聴料金等を免除する等の措置を講ずることとした（１月 19日
～） 
○  郵政事業関係の状況（２月９日９時現在） 
・災害義援金を内容とする現金書留郵便物の料金免除、郵便貯金・簡易保険の
非常取扱、郵便振替による災害義援金の無料送金サービスを実施（1 月 11 日
～） 
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(4) 道路 

○高速道路、有料道路（国土交通省調べ：２月９日９時現在） 
・北海道・東北・中国・四国地方の一部路線・区間において雪のため通行止め
中 
＜通行止めの路線・区間＞ 
北海道：道央道の一部区間（和寒ＩＣ～士別剣淵ＩＣ） 
東  北：東北道の一部区間（大和ＩＣ～築館ＩＣ） 
中  国：中国道の一部区間（六日市ＩＣ～戸河内ＩＣ） 
四  国：高知道の一部区間（川之江 JCT～南国ＩＣ） 

○直轄国道（国土交通省調べ：２月９日９時現在） 
・現在、通行止めの区間なし 

○都道府県管理道路(補助国道、都道府県道）(国土交通省調べ：２月８日 17時現在) 

・全国計 85箇所で雪等のため通行止め中（事前通行規制含む）。 
・国道 405 号（新潟県管理）の一部区間（津南町見玉～結東）については、地
元関係車両の通行を 7時～9時、16時～19時の時間帯で開放している。 
・国道 156 号(富山県管理)の一部区間(南砺市田下～楮)において通行止め。代
替路として東海北陸自動車道の白川郷ＩＣ～五箇山ＩＣにおいて無料通行措
置を実施。 

(5) 交通機関 

○鉄道（国土交通省調べ：２月９日９時現在） 
・鉄道の運転中止区間 

事業者名 
現在 
（区間） 

線名 備考 

ＪＲ東日本 １ 只見線  
JR 西日本 ２ 大糸線、木次線  
神岡鉄道 １ 神岡線  

○空港の影響（国土交通省調べ：２月９日８時現在） 
・欠航便等なし 
・その他施設被害等はなし 

○高速バスの状況（国土交通省調べ：２月９日８時 45分現在） 
・運休等状況(一部運休・迂回等含む) 

区 分 現在 備考 

高速バス 36系統  

(6) 文教施設等 

○被災箇所数（文部科学省調べ：２月９日 10時現在） 
区 分 箇所数 

国立学校施設 4 
公立学校施設 99 
私立学校施設 0 
社会教育・体育、文化施設等 26 
文化財等 21 
研究施設等 0 

計 150 
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○臨時休校等の状況（文部科学省調べ：２月９日 10時現在） 
・２月９日  臨 時 休 校： 北海道・広島県  21 校 
            短縮授業等： 広島県          14 校 

(7) 農林水産業関係 
・ 被災施設数（農林水産省調べ：２月３日16時現在） 

区 分 主な被害 箇所数等 主な被害地域 
〈参考〉 
被害額（百万円） 

農作物 柑橘類の雪焼け、りん
ご等の樹体被害 
野菜の低温による萎凋
及び枯れ等 

 
調査中 
長野県、岐阜県、
京都府、広島県、
愛媛県、鹿児島
県ほか （4,055） 

営農施設等 パイプハウス等の一部
破損及び倒壊等 

 
調査中 
岩手県、秋田県、
岐阜県、島根県、
広島県、高知県
ほか （2,466） 

農地・農業
用施設 

畑の法面崩壊 
農業用水路等 

1 箇所 
2 箇所 
岩手県、京都府 

（14） 
林野関係 林地荒廃 

森林被害 
きのこ生産施設 

26 箇所 
31.4ha 
5 箇所 

北海道、福島県、
新潟県、富山県、
福井県、岐阜県、
京都府 （4） 

水産関係 漁船転覆等 7 隻 京都府 （7,007） 
注）被害額の（   ）は、調査中のものを含む。 

(8) 社会福祉施設等 

・ 被災施設数（厚生労働省調べ：２月８日17時現在） 
区 分 施設数 

高齢者関係施設 1 
障害者関係施設 6 
児童関係施設 5 
その他社会福祉施設 1 

計 13 
 

３. 避難の状況（消防庁調べ：２月９日17:30現在） 

(1) 避難指示 

12 月 28 日９時 00 分 福井県越前市 １世帯１人  

(2) 避難勧告 

12 月 24 日 22 時 30分 福井県大野市 ５世帯 18人 → 12 月 27日 16 時 00 分 解除 

 １月  ９日 15 時 30 分 石川県金沢市 ４世帯 11 人 →  １月  ９日 19 時 40分 解除 

 １月 11 日 11 時 00 分 石川県金沢市 ２世帯  ６人 →  １月 11日 15 時 00 分 解除 
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４. 政府の主な対応 

(1) 寒波・雪害対策に関する政府・与党会合 

・ 寒波・雪害対策に関する政府・与党会合を開催（12月 28 日 9:00）、国土交通大臣、
防災担当大臣から寒波・雪害の状況に関する報告を行うとともに意見交換等を実施 

(2) 寒波・雪害対策に関する関係省庁連絡会議 
・ 寒波・雪害対策に関する関係省庁連絡会議を開催（12月 28 日 10:00）、当面の対策
について意見交換し、「寒波・雪害対策」を取りまとめた 
・ 寒波・雪害対策に関する関係省庁連絡会議幹事会を開催（１月６日 15:00、１月 13
日 10:30）し、12月 28 日に決定した「寒波・雪害対策」の取り組み状況を確認した 

(3) 大雪に関する災害対策関係省庁連絡会議 
・ 沓掛防災担当大臣も出席し、大雪に関する災害対策関係省庁連絡会議（局長級）を
開催（1 月 10 日 16:00）し、被害状況や各省庁の対応状況についての情報を共有す
るとともに、秋田県等において「雪害関係省庁合同現地調査」を実施することを決
定 
・ 大雪に関する災害対策関係省庁連絡会議を開催（1 月 18 日 11:00）し、秋田県、長
野県・新潟県における雪害関係省庁合同現地調査結果、被害状況や各省庁の対応状
況についての情報を共有し、今後の対応を確認 
・ 大雪に関する災害対策関係省庁連絡会議を開催（２月９日 14:00）し、被害状況や
各省庁の対応状況についての情報を共有し、今後の対応を確認 

(4) 雪害関係緊急参集チーム会合 
・ 雪害関係緊急参集チーム会合を開催（１月 13日 10:00）し、次の項目について確認 

豪雪による被害の発生について、引き続き厳重に警戒するとともに、被災地の支援活動
に全力を尽くす 

今後、特に今週末は、雪崩の発生が懸念されることから、雪崩による被害の発生に対し
厳重に警戒する 

・気象庁においては、大雪や雪崩に関し的確に気象情報を発表する 
・消防庁においては、住民の避難等が的確になされるよう措置する 
・国土交通省においては、道路、鉄道の交通の安全の確保が的確になされるよう 
措置する 

万一、雪崩等により人的被害が発生した場合には、関係機関連携し迅速な救急救助活
動を行う 

孤立状態となっている地区については、引き続き生活支援、孤立状態の早期解消に全
力を尽くす。新たに孤立地区が発生した場合は、迅速に対処する 

自衛隊においては、今後の災害派遣要請に備え、自治体との連絡体制を密にする 

(5) 防災担当大臣等の現地視察 
・ 沓掛防災担当大臣が、１月７日、新潟県の津南町、十日町市、長岡市の大雪による
被災状況等の視察を実施 
・ 北側国土交通大臣、松村国土交通副大臣が、１月８日、福井県の雪害状況を視察 

(6) 雪害関係省庁合同現地調査 
・ 内閣府（防災担当）参事官以下１府 10 省庁 21 名により秋田県秋田市において大雪
被害等についての現地調査を実施（１月 13日） 
・ 内閣府（防災担当）参事官以下１府 10 省庁 24 名により長野県飯山市、栄村、新潟
県津南町（１月 16日）において大雪被害等についての現地調査を実施 
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(7) 自衛隊の災害派遣（防衛庁調べ：２月９日14時現在） 

○ 長野県 

・ １月６日 長野県知事から道路啓開及び孤立地帯等の除排雪に関する災害派遣要請 

・ １月７日 飯山市において除排雪等を実施（人員約 110 名、車両約 30両） 

・ １月８日 飯山市において引き続き活動を実施（人員約 90名、車両約 40両） 

・ １月９日 飯山市において引き続き活動を実施（人員約 110 名、車両約 40両） 

・ １月 10日 飯山市において引き続き活動を実施（人員約 110 名、車両約 40両） 

・ １月 11日 飯山市、栄村において除排雪等を実施（人員約 160 名、車両約 30両） 

・ １月 12日 栄村において除排雪等を実施（人員約 40名） 

・ １月 13日 栄村において引き続き活動を実施（人員約 40名） 

長野県知事から撤収要請 

○ 新潟県 
・ １月７日 新潟県知事から道路啓開及び孤立地帯等の除排雪に関する災害派遣要請 
・ １月８日 津南町、十日町市において除排雪等を実施（人員約 70名、車両約 20両） 
・ １月９日 津南町、十日町市、妙高市において除排雪等を実施 
           （人員約 90名、車両約 30両） 
・ １月 10日 津南町、十日町市、妙高市、上越市、湯沢町において除排雪等を実施 
           （人員約 90名、車両約 30両） 
・ １月 11日 津南町、十日町市、妙高市、上越市、湯沢町において除排雪等を実施 
           （人員約 230 名、車両約 30両） 
・ １月 12日 津南町、十日町市、妙高市、上越市、湯沢町において引き続き活動を 
            実施（人員約 220 名、車両約 50両） 
・ １月 13日 津南町、妙高市、上越市、湯沢町において除排雪等を実施 
           （人員約 190 名、車両約 30両） 
・ １月 14日 津南町、湯沢町、魚沼市において除排雪等を実施 
           （人員約 160 名、車両約 30両） 
・ １月 15日 魚沼市において除排雪等を実施（人員約 70名、車両 15両） 
・ １月 16日 新潟県知事から撤収要請 

○ 秋田県 
・ １月８日 秋田県知事から独居老人家屋の屋根からの雪下ろしに関する災害派遣要

請 
・ １月９日 秋田市において雪下ろしを実施（人員約 210 名、車両約 30両） 
・ １月 10日 秋田市において引き続き活動を実施（人員約 210 名、車両約 20両） 
・ １月 11日 秋田市において引き続き活動を実施（人員約 60名、車両８両） 

秋田県知事から撤収要請 

○ 北海道 
・ １月 13日 北海道知事から緊急車両の通行確保のための除排雪に関する災害派遣 

要請 
・ １月 14日 陸自部隊が積丹町に向け出発 
・ １月 15日 積丹町において除排雪等を実施（人員約 140 名、車両約 50両） 
・ １月 16日 積丹町において引き続き活動を実施（人員約 150 名、車両約 50両） 
・ １月 17日 積丹町において引き続き活動を実施（人員約 140 名、車両約 50両） 
・ １月 18日 積丹町において引き続き活動を実施（人員約 130 名、車両約 50両） 
・ １月 19日 積丹町において引き続き活動を実施（人員約 130 名、車両約 50両） 
・ １月 20日 積丹町において引き続き活動を実施（人員約 150 名、車両約 60両） 

北海道知事から撤収要請 



 11 
 

○ 群馬県 
・ １月 13日 群馬県知事から除排雪に関する災害派遣要請 
・ １月 14日 みなかみ町において情報収集活動を実施（人員約 10名、車両４両） 
・ １月 15日 みなかみ町において除排雪等を実施（人員約 40名、車両約 10両） 

群馬県知事から撤収要請 

○ 福島県 
・ １月 24日 福島県知事から雪崩の予防措置に関する災害派遣要請 
・ １月 25日 金山町において雪崩予防措置を実施（人員約 150 名、車両約 40両） 
・ １月 26日 金山町において引き続き活動を実施（人員約 150 名、車両約 40両） 
・ １月 27日 金山町において引き続き活動を実施（人員約 150 名、車両約 40両） 
・ １月 28日 福島県知事から撤収要請 

(8) 災害救助法適用（厚生労働省調べ：１月13日18時現在） 

・ ２県 19市町村において適用。障害物の除去（住宅の除雪・雪下ろし等）等を実施 
新潟県：十日町市、妙高市、南魚沼市、湯沢町、津南町（適用日１月６日） 

魚沼市、上越市（適用日１月８日）  川口町（適用日１月11日） 
長岡市、柏崎市、小千谷市（適用日１月13日） 

長野県：飯山市、白馬村、小谷村、木島平村、野沢温泉村、信濃町、栄村 
（適用日１月７日）  山之内町（適用日１月12日） 

(9) 各府省庁の対応 

① 内閣府  

・ 内閣府情報対策室設置（12月27日13:00） 

・ 防災担当大臣より関係行政機関の長、都道府県知事等に宛てて「今冬の雪害に対
する防災態勢の強化について」を発出（12月28日） 

・ 豪雪・寒波による生活関連物資等の価格及び供給に与える影響を最小限にし、国民
生活の安定を確保するという観点から、物価担当官会議を開催し（12月28日14:00）、
各府省の連携の下に、 

①生活関連物資等について、便乗値上げを防止する観点からも、価格動向の調
査・監視を行うこと、 

②生活関連物資等の需給や価格について、国民への迅速かつ的確な情報提供に
努めること 

について申し合わせ。 

・ 地方公共団体に対し、物価情報ネットワークを通じて、生活関連物資等の価格動向等
について迅速かつ緊密な情報提供・連絡に努めるよう要請（1月4日） 

・ 物価担当官会議を開催し（1月13日10:00）、寒波・雪害に関する物価対策をとりまとめ 

・ 国民生活モニターを利用し、生活関連物資等の価格動向等について、全国規模で調
査を実施し、公表することを決定（1月13日）  

② 警察庁 

・ 警備連絡室を設置（１月６日８:30） 

・ 各都道府県警察に対して、「雪害の防止対策強化について」を発出し、危険箇所等を
中心としたパトロールの強化、関係機関と連携した被害状況の把握等を実施 

（12月27日） 

・ 各都道府県警察に対して、「大規模雪害事案に対する即応体制の強化について」等
を発出し、雪崩等による大規模な雪害に対する広域緊急援助隊等による広域的な救
出救助体制を確立(12月28日、1月6日） 
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・ 各都道府県警察に対して、「豪雪時における交通管理対策について」を発出し、降積
雪状況や道路交通状況等に関する情報の提供、交通事故防止のための適宜適切な
交通規制等総合的な交通対策を実施(12月28日）  

③ 消防庁 

・ 関係道府県に対し「雪害対策の強化について」を通知し、雪害対策に万全を期すよう
要請（12月27日） 

・ 災害対策室設置（第１次応急体制）（１月６日17:00） 

・ 全都道府県（沖縄県を除く）に対し「なだれ・融雪警戒情報」を送付し、警戒態勢の強
化等を要請（１月12日） 

・ 関係道府県に対し「雪害対策の徹底について」通知し、雪害対策に万全を期すよう要
請（１月13日） 
除雪作業における対策などについて （高齢者宅等の除雪についての連携協力など） 
なだれ等に対する適切な避難勧告等の発令・伝達について 
避難体制について 
防災体制の確立について（自衛隊との緊密な連携）        など 

④ 海上保安庁 

・ 新潟県十日町市松之町地区における融雪による増水で発生した被害状況調査につ
いて、新潟県から第九管区海上保安本部あて要請があり、ヘリにより同調査を実施
（１月15日） 

⑤ 金融庁 

・ 各地域の銀行協会等に対し、「平成18年豪雪災害に対する金融上の措置について」
を発出（新潟県銀行協会等 1月6日17:20、長野県銀行協会等 1月7日22:55） 

⑥ 総務省 

○特別交付税措置 
豪雪により多大な被害を受けた地方公共団体に対し、３月に交付すべき特別
交付税の一部を繰り上げて交付（２月９日） 
   ［繰上げ交付対象団体：85団体  繰上げ交付額：78億７千５百万円］ 

○その他 

・ 主要な電気通信事業者及び関係業界団体に対し、「電気通信事業に係る電気通信施
設の大雪対策の徹底・強化及び早期復旧対策の徹底について」の文書を発出し、電
気通信設備に対する寒波・雪害対策の積極的な取組を実施するよう要請（12月28日） 

・ 放送関係については、日本放送協会及び地上系一般放送事業者（沖縄県を放送対
象地域とする放送事業者を除く。）あてに「寒波・雪害に係る災害情報の伝達及び放送
システムの安全性・信頼性の確保について」を通知し、災害放送に対する積極的な取
組、及び放送の確保に留意した積極的な取組を実施されるよう要請（12月28日） 

・ 災害救助法適用市町村の免許人に対して電波利用料債権の督促状及び催促状の送
付を停止する措置を実施（１月６日から） 

・ 日本郵政公社に対し、「郵政事業に関する寒波・雪害対策について」の文書を発出し、
現在の日本郵政公社の被災者救援対策が、被災地域の実情、被災者の状況に応じ
た適切かつ効果的なものとなるよう依頼。また、一部遅延している郵便事業の業務運
行に関して、適切な措置を行うよう併せて依頼（１月11日） 

・ 地方公共団体等における豪雪地域における事故防止対策に資するため、無線通信、
電波センサー技術等の情報通信技術を用いた雪害対策に有用なシステム構築の事
例について信越総合通信局において調査を開始（１月18日） 
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⑦ 財務省 

・ 秋田市から雪捨場用地として国有地の使用要望があったことから、無償で使用を許
可（１月１６日） 

・ 新潟県と長野県の一部の地域について、国税の申告期限等の延長を実施（１月３１
日） 

指定する地域：新潟県津南町秋山地区の５集落 

長野県栄村秋山地区の５集落 

⑧ 文部科学省 

・ 関係各道府県教育委員会等に対し「積雪による学校建物の災害防止対策について」
を通知（12月16日、22日） 

・ 災害情報連絡室（室長：施設企画課長）設置（12月27日13:30） 

・ 所管の関係機関に対し「今冬の雪害に対する防災態勢の強化について」を通知 

（12月28日） 

・ 関係各道府県（24道府県）教育委員会等に対し「今冬の大雪における通学路等の安
全確保について」を通知（１月10日） 

・ 関係各府県（19府県）教育委員会等に対し「なだれや融雪に関する注意警戒等につ
いて」を通知（１月13日） 

・ 関係各道府県（24道府県）教育委員会等に対し「屋根雪の落下等による被害防止対
策の徹底について」を通知（１月17日） 

・ 関係各道府県（24道府県）教育委員会等に対し「今冬の大雪における通学路等の安
全確保の徹底について」を通知（１月19日） 

・ 「2005-06年冬期豪雪による広域雪氷災害に関する調査研究」を行おうとする、（独）
防災科学技術研究所等の研究者に対し、科学研究費補助金を交付することを決定 

（１月19日） 

・ 総合科学技術会議では、科学技術振興調整費による緊急研究開発等として、
「2005-06冬期豪雪による雪害対策に関する緊急調査研究」を指定。これを受け、（独）
防災科学技術研究所が中心となり、精密な広域積雪深情報の収集及びこれを用いた
雪崩発生予測を行い、行政を含む専門家からなる検討会において、その結果を今後
の雪崩対策や融雪期の出水・土砂対策等に活かすこととした（１月31日） 

⑨ 厚生労働省 

○全般 

・ 各都道府県等に対し、「平成17年寒波・雪害対策について」の文書等を発出し、適切
な実施体制の整備及び情報収集を行うよう連絡（12月28日） 

・ 各都道府県に対し、「豪雪に対する災害救助施策の対応について」の文書を発出し、
災害救助法の適用に関する解釈について周知するとともに、引き続き関係市町村等と
の連携体制に配慮するよう要請（１月５日） 

・ 災害救助法が適用された市町村の事業所であって、災害により休業することとなった
事業所に雇用される方が、一時的な離職を余儀なくされた場合に、雇用保険の基本手
当を支給する特例措置を実施（１月６日から災害救助法適用市町村において開
始） 

・ 各都道府県に対し、「冬期中の気温の上昇に関する災害への注意及び救助施策の
対応について」の文書を発出し、なだれや融雪による災害に対する注意喚起を実施す
るとともに、災害救助法の適用に関する注意点を通知（１月11日） 
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・ 各都道府県等に対し、「落雪事故等に対する入所児童等の安全対策の安全対策につ
いて」文書を発出し、改めて児童福祉施設等の入所児童等の安全確保及び事故の未
然防止に努めるよう依頼（１月17日） 

○医療関係 

・ 国道405号の全面通行止めにより孤立状態となった長野県栄村秋山地区における
医療活動を行うため、長野県は緊急整備した秋山小学校のヘリポートを利用し、
県立須坂病院から、医師、看護師等の医療チームを派遣（１月９日11:30） 

・ 新潟県は津南町結東地区臨時ヘリポートを利用し、長岡赤十字病院及び十日         
町地域振興局健康福祉部から、医師、看護師、保健師等の医療チームを派遣（１
月10日13:00）。以後、新潟県及び長野県は、定期的に医療チームを派遣 

・ 新潟県及び長野県において、国道405号線の１日２回の通行が可能となり、町立津南
病院患者送迎バスの運行及び栄村秋山診療所の診察が再開されたことから、医療チ
ームの派遣を当面見合わせ（１月23日） 

⑩ 農林水産省 

・ 「平成17年12月降雪等関係局庁連絡会議」を開催（12月16日、22日） 

・ 「寒波・雪害対策関係局庁連絡会議」を開催（12月28日、1月5日） 

・ 農林漁業金融公庫において相談窓口を設置（12月22日、26日、28日） 

・ 地方農政局等に対し、「平成１７年１２月初旬からの降雪等による災害対応について」
の文書を発出し、被害状況等の適切な把握に留意（12月26日、27日、28日） 

・ 「平成17年12月初旬からの降雪等による被害に係る迅速かつ適切な損害評価の実
施及び共済金の早期支払について」の指導通知を関係団体等に発出（12月27日） 

・ 地方農政局に対し、「寒波・雪害等に伴う農作物等の被害防止技術対策及び作業の
安全確保に向けた留意事項について」の文書を発出（12月28日） 

・ 全国農業協同組合連合会に対し、「野菜の計画的な生産出荷の徹底について」の文
書を発出し、野菜の供給計画に基づく計画的な生産出荷の徹底を要請（12月28日） 

・ 主要生鮮食料11品目の小売価格について緊急調査（週1回）を開始（1月4日） 

・ 被害農林漁業者等に対する資金の円滑な融通及び既貸付金の償還猶予等が図られ
る、関係金融機関に依頼（1月5日） 

・ 食品流通関係団体に対し、「野菜の安定供給の確保等について」の文書を発出し、野
菜の安定供給の確保と価格の安定等に向けた配慮がなされるよう要請（1月6日） 

・ 主要な野菜産地へ生産局及び地方農政局担当者を派遣し、適正な出荷を要請 
  （1月10日～） 

・ 各地方農政局等に対し、「降雪期の降雨・気温上昇に伴う防災体制の強化について」
を発出（1月13日） 

・ 果樹被害拡大防止対策の指導及び（独）農業・生物系特定産業技術研究機構果樹研
究所における技術相談窓口の設置について、地方農政局等に対し、「雪害・寒害によ
る果樹被害に対する技術指導について」の文書を発出（1月19日） 

・ 農業機械製造団体に対し、「除雪機材及び補修部品等の円滑な供給への協力要請
について」の文書を発出（1月20日） 

・ 各都道府県（水産施設担当課）に対し、「寒波・雪害等に対する備えについて」の文書
を発出（1月23日） 

・ 各農業協同組合等に対し、「農業関係施設の復旧に要する農業用資材の円滑な供給
について」の文書を発出（1月25日） 

・ 都道府県知事、全国農業協同組合中央会等に対し、「果樹等の雪害防止に係る農道
の除雪の推進について」の文書を発出（1月30日） 
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⑪ 経済産業省 

・ 原子力安全・保安院に「新潟県停電対策連絡会議」を設置（12月22日10:00） 

・ 経済産業省「寒波・雪害対策に関する防災連絡会議」を設置（12月28日11:00） 

・ 原子力安全・保安院長から一般電気事業者等に対して「一般電気事業者等に係る寒
波・雪害対策の徹底について」の文書を発出し、寒波・雪害対策の徹底を要請した 

（12月28日） 

・ 原子力安全・保安院長から東北電力株式会社に対して「新潟県下越地域における大
規模停電に係る原因究明について」の文書を発出し、12月22日に大雪を原因として発
生した新潟下越地域における大規模な停電について、早急に原因究明を行い報告す
るよう指示した（12月28日） 

・ 元売、石油製品販売業者と年末年始の連絡体制を構築するとともに、灯油、ガソリン
等の石油製品の小売価格調査等により価格動向や需給状況を監視（１月４日） 

・ 電気事業について、料金その他の供給条件について特別措置の実施を行うため、東
北電力㈱から申請を受け、即日災害特別措置の認可を行った（１月６日） 

（災害救助法の適用地域の追加に伴い、１０日東北電力㈱、中部電力㈱、１２日東北
電力㈱、中部電力㈱、１６日東北電力㈱から特別措置の実施を行うための申請を受
け、即日災害特別措置の認可） 

特別措置の内容は以下のとおり 

①早収期間及び支払期間の延長（１ヶ月間） 

②不使用月の料金免除（６ヶ月間） 

③工事費負担金の免除（６ヶ月間） 

④臨時工事費の免除（６ヶ月間） 

⑤使用不能設備に相当する基本料金の免除（６ヶ月間） 

⑥引込線、計量器等取付け位置変更に係る費用の免除（６ヶ月間） 

・ ガス事業（都市ガス）について、料金その他の供給条件について特別措置の実施を
行うため、妙高市から申請を受け、即日災害特別措置の認可を行った（１月６日） 

（災害救助法の適用地域の追加に伴い、１０日魚沼市、上越市、１２日、川口町、長野
都市ガス㈱、１６日小千谷市から特別措置の実施を行うための申請を受け、即日災
害特別措置の認可） 

特別措置の内容は以下のとおり 

①早収期間及び支払期間の延長（１ヶ月間） 

②不使用月の料金免除（６ヶ月間） 

③ガスの供給再開に係る臨時工事費の免除（３ヶ月間） 

・ 災害救助法の適用を受けた新潟県及び長野県において、①特別相談窓口の設置、
②政府系中小企業金融機関による災害復旧貸付の適用、③政府系中小企業金融機
関及び信用保証協会における既往債務の返済条件緩和等の対応、④小規模企業共
済災害時貸付の適用を措置（１月10日） 
   （特別相談件数 ２７件、融資保証実績はなし（１月13日現在）） 

・ 石油元売各社に対し、安定供給の確保及び便乗値上げ防止を要請（１月12日） 

・ 東北電力株式会社から、新潟下越地域における大規模な停電について、原因究明を
行った結果と再発防止対策について報告書が原子力安全・保安院長に提出。十分な
対策であるかどうかについて原子力・安全保安院として評価を行う（１月13日） 
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⑫ 国土交通省 

○全般 

・ 国土交通省警戒体制（12月22日10:00、12月26日13:40及び12月28日12:00） 
・ 豪雪情報連絡室（室長：河川局防災課長）設置（12月27日19:00） 

・ 豪雪対策本部設置（本部長：河川局長）設置（１月６日13:00） 
・ 関係道府県等に対し、下水道施設を活用した積雪対策の緊急的な実施について通知
（1月13日） 
・ 豪雪に伴うなだれ、融雪出水等に対する安全対策について索道事業者に対して通知
（1月13日） 
・ 豪雪地帯における安全安心な地域づくりに関する懇談会を設置（1月26日） 
ハード面、ソフト面にわたる豪雪対策について、従来の対策の再点検と、特
に高齢者の安全安心対策等をはじめ今後充実・強化すべき分野を重点的に検
討するため、各分野の専門家・自治体の代表からなる懇談会を設置し、第１
回懇談会を１月 26日に実施（今後２回程度開催する予定） 

・ 吉田国土交通大臣政務官が長野県、新潟県の雪害状況を視察（1月27日） 
・ （独）土木研究所が関係機関とともに科学技術振興調整費による緊急調査研究を実
施（1月31日～） 

○道路関係 

・ 自治体からの要請に応じて除雪車等を支援（12月20日～） 

・ 市町村道への除雪費支援の検討に必要な調査を実施（１月10日～） 

・ 道府県管理道路の除雪費補助の緊急配分 
道府県管理道路の除雪費補助について、26道府県・政令市を対象に事業費約
169 億円（国費約 113 億円）の緊急配分を実施（１月 13日） 

・ 道路除雪作業に伴う事故防止について整備局等に対して万全を期すよう通知 
（1月13日） 
・ 今後の雪害等に関する道路管理について整備局、都道府県に対して周知徹底 
（1月13日） 
・ 今冬の大雪における通学路等の安全確保について道路管理者に対して万全を期す
よう通知（1月19日） 
・ 市町村道の除雪費補助の緊急措置 
除雪費の不足が著しい市町村や豪雪による被害が著しい 197 市町村を対象に
事業費約 55 億円（国費約 28 億円）の市町村道の除雪費補助を緊急措置する
ことを決定（２月３日） 

○その他 
・ 雪崩、融雪出水及び雪捨て場確保について整備局、都道府県に対して万全を期すよ
う通知（1月12日） 
・ 強風・大雪・なだれ等への対策に万全を期し、安全運行の再徹底を図るよう鉄道事業
者等に対し指示(１月１２日) 
・ 今後の降雪に対する下水道施設の維持管理等について関係地方公共団体に対して
万全を期すよう通知（１月20日） 

⑬ 国土地理院 

・ 「大雪に関する」災害対策会議（委員長：企画部長）を設置（１月10日15:00） 

・ 災害対策会議を開催（１月12日10:00、１月19日14:00） 



 17 
 

５. その他の機関の対応 

○  ボランティア関係 
・ 新潟県社会福祉協議会において、新潟県豪雪災害ボランティア本部を設置（1月 5日） 

・ 長野県社会福祉協議会において、長野県除雪ボランティアセンターを設置（1月 5日） 

・ 秋田県社会福祉協議会において、秋田県災害ボランティア支援センターを設置 

（1月 13 日） 

・ 富山県、福井県、鳥取県において、管内市町村社会福祉協議会が除雪ボランティア
センターを設置 

 


